
議案第2 7号

発電用施設等周辺地域整備基金条例の一部改正について

次のとおり発電用施設等周辺地域整備基金条例の一部を改正することについて､地方自治法(昭

和2 2年法律第6 7号)第9 6粂第1項の規定により､本議会の議決を求める｡

平成16年3月12日

三朝町長吉田秀光

平成1監事3Jq25日展宗可決

三朝町議査読長屋薄　亭

三朝町条例第　　号

発電用施設等周辺地域整備基金条例の一部を改正する条例

発電用施設等周辺地域整備基金条例(平成元年三朝町条例第2 1号)の一部を次のように改正

する｡

次の表の改正前の欄中条､号及び号の細目の表示に下線が引かれた条､号及び号の細目(以下

｢移動条等｣という｡)に対応する同表の改正後の欄中条､号及び号の細目の表示に下線が引かれ

た条､号及び号の細目(以下｢移動後条等｣という｡)が存在する場合には､当該移動条等を当該

移動後条等とし､移動条等に対応する移動後条等が存在しない場合には､当該移動条等(以下｢削

除条等｣という｡)を削り､移動後条等に対応する移動条等が存在しない場合には､当該移動後条

等(以下｢追加条等｣という｡)を加える｡

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分(条､号及び号の細目の表示並びに削除条等を除く｡

以下｢改正部分｣という｡)に対応する次の表の改正後の柵中下線が引かれた部分(条､号及び号

の細目の表示並びに追加条等を除く｡以下｢改正後部分｣という｡)が存在する場合には､当該改

正部分を当該改正後部分に改め､改正部分に対応する改正後部分が存在しない場合には､当該改

正部分を削り,改正後部分に対応する改正部分が存在しない場合には､当該改正後部分を加える｡
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を目的とする｡

(設置)

第2粂　三朝町における次に掲げる措置又は

董墓の推進に資するため､電源立地地域対策

室生金基金(以下｢基金｣という｡)を設置

する｡

｣上し　地域振興計画作成等措置

｣呈L　公共用施設の整備､維持補修並びに

維持運営等事業

｣並_　次に揚げる地域活性化事業

麹場産業振興支援事業

地域資源利用魅力向上事業

福祉サービス提供事業

壬　環境維持･保全･向上事業

主　生活利便性向上事業

力　人材育成事業

｣4L　企業導入,産業活性化措置

｣旦L　福祉対策措置

｣6)　企業立地資金貸付事業

_廷L　給付金加算等措置

(積立て)

第3条　基金として積み立てる額は､一般会計

歳入歳出予算に定める額とする｡

(管理)

第4条　基金に属する現金は､金融機関への預

金その他の最も確実かつ有利な方法により､

これを保管しなければならないこ

(運用益の処理)

第5条　基金の運用から生ずる収益は､一般会

計歳入歳出予算に計上して､基金`に編入する

ものとする｡

(処分)

塾且塞　基金は､第2条に掲げる措置又は事業

の財源に充てる場合に限り､その一部又は

とを目的とする｡

(設置)

第2条　三朝町における企業導入及び産業近

代化事業の推進に資するため､発電用施設

等周辺地域整備基金(以下｢基金｣という｡)

を設置する｡

(積立て)

第3粂　基金として積み立てる額は､一般会計

歳入歳出予算に定める額とする｡

(管理)

第4条　基金に属する現金は､金融機関への預

金その他の最も確実かつ有利な方法により､

これを保管しなければならない｡

(運用益の処理)

第5条　基金の運用から生ずる収益は､一般会

計歳入歳出予算に計上して､基金に編入する

ものとする｡

(繰替運用)

纂旦条　町長は､財政上必要があると認めると

きは､確実な繰戻しの方法､期間及び利率を

定めて.基金に属する現金を歳計現金に振り

替えて運用することができる｡

(処分)

廼ユ塞　基金は､三朝町における企業導入及び

産業近代化事業の財源に充てる場合に限
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全部を処分することができる｡

(委任)

星1象　この条例に定めるもののはか､基金の

管理に閑し､必要な事項は､町長が別に定め

る｡

り､その一部又は全部を処分することがで

きる｡

(委任)

墓且餐　この条例に定めるもののほか.基金の

管理に閑し､必要な事項は､町長が別に定め

る｡

附　則

(施行期日)

1　この条例は､公布の日から施行し､平成1 5年度の対象事業から適用する｡

(三朝町水力発電周辺地域交付金基金条例の廃止)

2　三朝町水力発電周辺地域交付金基金条例(平成1 5年三朝町条例第3号)は､廃止する｡

(経過措置)

3　この条例による改正前の発電用施硬等周辺地域整備基金条例に基づき積立てした基金につい

ては､なお従前の例による｡


